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別 紙

平成２１年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱一部改正新旧対照表（案）

柔 滀 戈 睡 賍

別 紙 別 紙

平成２１年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱 平成２１年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱

（通則） （通則）

１ （略） １ （略）

（交付の目的） （交付の目的）

２ （略） ２ （略）

（交付対象事業） （交付対象事業）

３ （略） ３ （略）

（交付額の算定方法） （交付額の算定方法）

４ この交付金の交付額は、次の（１）から（５）により算定された額の合計額とする。 ４ この交付金の交付額は、次の（１）から（５）により算定された額の合計額とする。

（１）保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く） （１）保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）

保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）にかかる交付額は、次の①と②により算 保育サービス等の充実（文部科学省関係を除く）にかかる交付額は、次のアからキにより

定された額の合計額とする。 算定された額の合計額と運営要領に定める別添１、２及び５から７の事業を実施するための

① 次のア、イ、エからキ及びケにより算定された額の合計額と運営要領に定める別添１、 基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入額（なお、平成２１年３月５日

２及び５から７の事業を実施するための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金そ ２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次

の他の収入額（なお、平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第 官連名通知の別紙「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要

0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２０年度子育て支 綱」により事業を実施するための基金の造成に要した経費の実支出額及びその際の寄付金そ

援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」により事業を実施するための基金の の他の収入額は含めないこと。）を控除した額とを比較して少ない方の額とする。

造成に要した経費の実支出額及びその際の寄付金その他の収入額は含めないこと。）を控 ただし、この場合において算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、こ

除した額とを比較して少ない方の額とする。 れを切り捨てるものとする。



ただし、この場合において算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、

これを切り捨てるものとする。

② 次のウ及びクにより算定された額の合計額と運営要領に定める別添１、２及び６の事業

を実施するための基金の造成に要する経費の実支出額から寄付金その他の収入額（なお、

平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務

次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安

心こども基金）交付要綱」により事業を実施するための基金の造成に要した経費の実支出

額及び①に係る基金の造成に要する経費の実支出額並びにそれらの造成の際の寄付金その

他の収入額は含めないこと。）を控除した額とを比較して少ない方の額とする。

ただし、この場合において算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、

これを切り捨てるものとする。

〔保育所等整備事業〕 〔保育所等整備事業〕

ア （略） ア （略）

イ （略） イ （略）

ウ 厚生労働大臣が必要と認めた額

〔広域的保育所利用事業〕 〔広域的保育所利用事業〕

エ （略） ウ （略）

オ （略） エ （略）

〔家庭的保育改修等事業〕 〔家庭的保育改修等事業〕

カ （略） オ （略）

キ （略） カ （略）

ク 厚生労働大臣が必要と認めた額

〔保育の質の向上のための研修事業等〕 〔保育の質の向上のための研修事業等〕

ケ （略） キ （略）

（２）～（５） （略） （２）～（５） （略）



（交付の条件） （交付の条件）

５ （略） ５ （略）

（申請手続） （申請手続）

６ この交付金の交付の申請は、４（１）②及び４（４）②にかかる額を除き、別紙様式１によ ６ この交付金の交付の申請は、４（４）②にかかる額を除き、別紙様式１による申請書に関係

る申請書に関係書類を添えて、平成２１年７月３１日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に 書類を添えて、平成２１年７月３１日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うも

提出して行うものとする。 のとする。

（変更申請手続） （変更申請手続）

７ ４（１）②及び４（４）②にかかる額の交付の申請は、別紙様式１に準じた変更交付申請書 ７ ４（４）②にかかる額の交付の申請は、別紙様式１に準じた変更交付申請書に関係書類を添

に関係書類を添えて、別に定める日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うもの えて、別に定める日までに文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出して行うものとする。

とする。

（交付決定までの標準的期間） （交付決定までの標準的期間）

８ （略） ８ （略）

（実績報告） （実績報告）

９ （略） ９ （略）

（その他） （その他）

10 （略） 10 （略）



（別紙様式１） （略） （別紙様式１） （略）

別紙１ 別紙１

別紙２ （略） 別紙２ （略）

（別紙様式２） （略） （別紙様式２） （略）



別紙１ 別紙１

別紙２ （略） 別紙２ （略）

（別紙様式３） （略） （別紙様式３） （略）





別 紙
安心こども基金管理運営要領一部改正新旧対照表（案）

改 正 後 現 行

別 紙 別 紙

安心こども基金管理運営要領 安心こども基金管理運営要領

第１～第６ （略） 第１～第６ （略）



改 正 後 現 賍

別添 別添
子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業

（定義） （定義）
１ （略） １ （略）

２ 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体 ２ 本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体
が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。 が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

（補助基準額） （補助基準額）
３ （略） ３ （略）



別添１ 別添１
保育所緊急整備事業 保育所緊急整備事業

１ 事業の目的 １ 事業の目的
（略） 待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備

に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制
整備を行うことを目的とする。

２ 事業の内容 ２ 事業の内容
（１）事業内容 （１）事業内容

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施す 保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施す
る。この際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力 る。この際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力
が乏しい市町村や都市部について、追加的財政措置を講じる。 が乏しい市町村や都市部について、追加的財政措置を講じる。
また、地域の余裕スペースを活用した保育所の分園等の設置促進を図る。 また、小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を保育所
ただし、下記３（２）の対象事業については、平成２２年１月２８日以降に事業を開始す （分園）として使用するために必要な建物改修、倉庫設備の設置を実施する。

るものに限る。

（２）整備対象施設 （２）整備対象施設
（略） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項に規定する保育所

（３）事業の実施主体 （３）事業の実施主体
（略） 市町村

（４）整備対象施設の設置主体（事業者） （４）整備対象施設の設置主体（事業者）
（略） 社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚園及び保育所設置者が

同一の学校法人である場合において当該保育所の施設整備を行う場合に限る。）、日本赤十
字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若しくは特例団法人

３ 補助基準額・補助率等 ３ 補助基準額・補助率等
（１）地方交付税交付団体、かつ、平成２１年２月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、か （１）地方交付税交付団体、かつ、平成２１年２月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、か

つ、平成２２年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増す つ、平成２２年度末までに以下の表の保育所定員が純増する整備を実施する市町村が創設、
る整備を実施する市町村が創設、増築、増改築による整備を行う場合（公立保育所の民営化 増築、増改築による整備を行う場合（公立保育所の民営化等による定員の増減を含む。）。
等による定員の増減を含む。）。 （注）「地方交付税交付団体」とは、平成２０年度から平成２２年度までの間に「地方交付税交付団体」

（注）「地方交付税交付団体」とは、平成２０年度から平成２２年度までの間に「地方交付税交付団体」 となった年度以降の市町村をいう。
となった年度以降の市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数 就学前の児童人口 必要な純増定員

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上 ５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上 ６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上 １２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上 １８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上 ２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額 ① 補助基準額

（略） ア 定員規模による定額（「標準」単価）



ただし、都市部（「都市部」とは、平成２０年４月１日現在の人口密度が、

１，０００人／ｋ㎡以上の市町村をいう。以下同じ。)については、割増単価

（「都市部」単価）を適用

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算

ウ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算

エ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負

担金（「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金について」（昭和５１年４月１６日

厚生省発児第５９号の２）。以下同じ。）における３歳児の保育単価月額の１／２の金
額を定員数の増分加算

オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用
カ 増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象
キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の規

定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中Ａ地域
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、０．０８を乗じて
得られた基準額を加算

② 補助率 ② 補助率
（略） 国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置
次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

③ 補助対象事業（整備区分） ③ 補助対象事業（整備区分）
（略） 創設、増築、増改築

（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

（２）地方交付税交付団体、かつ、平成２２年２月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、か
つ、平成２２年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増す
る整備を実施する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活
用して、定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合（公立保育所の民営化
等による定員の増減を含む。）。

（注）「地方交付税交付団体」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度において「地方交

付税交付団体」である市町村をいう。

②補助率
① 区 分

市町村 事業者国

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第４条第１項に 3/4 1/8 1/8
規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う場合



就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額
ア 定員規模による定額（「標準」単価）

ただし、都市部（「都市部」とは、平成２０年４月１日現在の人口密度が、
１，０００人／ｋ㎡以上の市町村をいう。以下同じ。)については、割増単価
（「都市部」単価）を適用

イ 地域の余裕スペース活用促進加算として３，０００千円を本体工事の補助基準額に加
算
その際、都市部については、地域の余裕スペース促進加算を３，３００千円とする。

ウ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算
エ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算
オ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負
担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

カ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用
キ 改築、増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象
ク 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の規
定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中Ａ地域
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、０．０８を乗じて
得られた基準額を加算

② 補助率
国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（注）財政上の特別措置
次の表の①に掲げる場合は、上記に関わらず②の補助率を適用する。

③ 補助対象事業（整備区分）
創設、増築、増改築
（注：増改築のうち、改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とする。）

②補助率
① 区 分

市町村 事業者国
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（３）（１）、（２）以外の場合 （２）（１）以外の場合
① 補助基準額 ① 補助基準額

(略) ア 定員規模による定額（「標準」単価）
ただし、都市部（「都市部」とは、平成２０年４月１日現在の人口密度が、

１，０００人／ｋ㎡以上の市町村をいう。以下同じ。)については、割増単価
（「都市部」単価）を適用

イ 創設時に放課後児童クラブを併設する場合、定額を加算
ウ 設計料加算として、総事業費の５％を別途加算
エ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負
担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

オ 特殊附帯工事を行う場合は、特殊附帯工事費の基準額を適用
カ 改築、増改築の場合には、解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費が対象
キ 対象保育所が豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第２項の規

定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、（別表）補助基準額表中Ａ地域
基準額を適用し、その定める方法により算出された基準額に対して、０．０８を乗じて
得られた基準額を加算

② 補助率 ② 補助率
国１／２、市町村１／４、事業者１／４ 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※ ただし、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備（（１）の③及び（２）の ※ ただし、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備（（１）の③に係る増改
③に係る増改築の場合を除く。）の整備区分については、（１）及び（２）に該当する 築の場合を除く。）の整備区分については、（１）に該当する市町村についても
市町村についても（３）の対象とし、補助率を１／２とする。 （２）の対象とし、補助率を１／２とする。

（注）財政上の特別措置 （注）財政上の特別措置
次の表の①欄に掲げる場合は、上記に関わらず②欄の補助率を適用する。 次の表の①欄に掲げる場合は、上記に関わらず②欄の補助率を適用する。

(略)
②補助率

① 区 分
市町村 事業者国
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公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法 5.5/10 1/4 1/5
律（昭和４６年法律第７０号）第２条第３項に規定する公害防止
対策事業として行う場合

過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第６条
第 項に規定する過疎地域自立促進市町村計画に基づく事業とし1
て行う場合

山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第８条第１項の規定に基
づく山村振興計画に基づく事業として行う場合 地方交付税法 昭（ （
和２５年法律第２１１号）第１４条の規定により算定した市町村
の基準財政収入額を同法第１１条の規定により算定した当該市町
村の基準財政需要額で除して得た数値で補助年度前３か年度内の
各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が０．４未満
である市町村の区域内にあるものに限る （創設を除く ）。 。）



③ 補助対象事業（整備区分） ③ 補助対象事業（整備区分）
（略） 創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備

（３）削除 （３）小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、保育所（分
園）として使用するために必要な建物改修、倉庫設備の設置を実施する場合

① 補助基準額
ア スペース確保費 １施設当たり ３，０００千円

保育所（分園）設置のため、空き教室等のスペースを確保するために倉庫を設置した
場合に定額（「標準」単価）を適用
ただし、都市部は割増単価（「都市部」単価）を適用

イ 改修費 １施設当たり １３，０００千円
保育所（分園）設置のため、空き教室等を改修した場合に定額（「標準」単価）を適

用
ただし、都市部は割増単価（「都市部」単価）を適用

ウ 上記のイには、設計料加算として、総事業費の５％を別途加算
エ 保育所開設準備費加算

定員増を伴う整備（創設を含む）を行う場合に、整備事業開始年度の保育所運営費負
担金における３歳児の保育単価月額の１／２の金額を定員数の増分加算

② 補助率
国１／２、市町村１／４、事業者１／４

４ 対象経費 ４ 対象経費
（略）

種 目 対 象 経 費

本体工事費 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直
接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費
及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当す
る額を限度額とする 。。）

ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目において別途交付対象とする
費用を除き（以下同じ。)、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められ
る委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む（以下同じ 。。）

保育所開設準 保育所の開設準備に必要な費用
備費加算

特殊附帯工事 特殊附帯工事費に必要な工事費又は工事請負費
費

解体撤去工事 解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工
費及び仮設施 事費又は工事請負費
設整備工事費
（改築・増改築

の場合が対象）



５ 留意事項 ５ 留意事項
（略） （１）次に掲げる費用については、対象としないものとする。

① 土地の買収又は整地に関する費用
② 職員の宿舎に要する費用
③ その他施設整備費として適当と認められない費用

（２）この事業により施設整備を行う際に、過去に厚生労働省所管一般会計補助金等の交付を受
け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合には、平成２０年４月１７日雇
児発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」によ
る財産処分の承認手続き等が必要であるので、厚生労働省又は各地方厚生局若しくは地方厚
生支局と事前に相談すること。

（３）保育所開設準備費加算について
平成２０年度補正予算（第１号）における保育所施設整備費補助金又は認定こども園施設

整備費補助金により整備した保育所については、保育所開設準備費加算の交付ができるもの
とする。
① 交付額

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における３歳児の保育単価月額の金額を定員数
の増分加算

② 補助率
国１／２、市町村１／４、事業者１／４



別添２ 別添２

賃貸物件による保育所整備事業 賃貸物件による保育所整備事業

１ 事業の目的 １ 事業の目的
（略） 保育所を整備するにあたり、都市部を中心に保育所の整備が困難な状況にかんがみ、賃貸物

件による保育所の設置に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てるこ
とが出来るような体制整備を行うことを目的とする。
また、急増する待機児童に対応するため、国の基準を満たす保育施設の開設に当たっては、

この基金により特別な支援を行い、良質な保育体制の充実を図る。

２ 事業の内容 ２ 事業の内容
（１）事業内容 （１）事業内容

賃貸物件により、新たに保育所等を設置する場合に、賃借料（開設前の改修等期間を含 賃貸物件により、新たに保育所等を設置する場合に、賃借料（開設前の改修等期間を含
む。）及び借上時における改修費等の補助を行う。ただし、借り上げが､平成２１年１月２ む。）及び借上時における改修費等の補助を行う。ただし、借り上げが､平成２１年１月２７
７日以降の新規契約のものに限る。 日以降の新規契約のものに限る。
なお、下記３（２）①ウのうち、「認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保 なお、下記３（１）③のうち、「認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施

育施設」の場合は、借り上げが、平成２１年５月２９日以降の新規契約のものに限る。 設」の場合は、借り上げが、平成２１年５月２９日以降の新規契約のものに限る。
また、下記３（１）の対象事業については、借り上げが、平成２２年１月２８日以降の新

規契約のものに限る。

（２）借上対象施設 （２）借上対象施設
（略） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項に規定する保育所（以下「認可保

育所」という。）、又は、児童福祉法に基づく児童福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令
第６３号）における保育所の認可基準を満たす施設（以下「認可基準を満たす認可外保育施
設」という。）及び認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設。

（３）事業の実施主体 （３）事業の実施主体
（略） 市町村

（４）借上対象施設の設置主体（事業者） （４）借上対象施設の設置主体（事業者）
（略） 市町村以外の者であって、継続的に保育を実施できる者

３ 補助基準額・補助率等 ３ 補助基準額・補助率
（１）地方交付税交付団体、かつ、平成２２年２月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、か

つ、平成２２年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増す
る市町村が、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して賃貸物
件により、定員３０名までの小規模な保育所を整備する事業を行う場合（公立保育所の民営
化等による定員の増減を含む。）。
（注）「地方交付税交付団体」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度において「地方交

付税交付団体」である市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上



① 補助基準額
ア 賃借料補助

契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助
認可保育所
本園の場合 １施設当たり ２，５００万円
分園※の場合 １施設当たり ２，０００万円

※２０人未満分園を含む。

② 補助率
国２／３、市町村１／１２、事業者１／４

（２）（１）以外の場合 （１）補助基準額
① 補助基準額

ア 賃借料補助 ① 賃借料補助
契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円 契約家賃 認可保育所（本園・分園※） １施設当たり ４，０００万円

イ 改修費等補助 ② 改修費等補助
認可保育所 認可保育所
本園の場合 １施設当たり ２，５００万円 本園の場合 １施設当たり ２，５００万円
分園※の場合 １施設当たり １，５００万円 分園※の場合 １施設当たり １，５００万円

※２０人未満分園を含む。 ※２０人未満分園を含む。

ウ 保育所開設準備費 ③ 保育所開設準備費
認可基準を満たす認可外保育施設 １施設当たり ３，０００万円 認可基準を満たす認可外保育施設 １施設当たり ３，０００万円
認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設 認可基準を満たす認可外保育施設の小規模な分園型保育施設

１施設当たり １，５００万円 １施設当たり １，５００万円

② 補助率 （２）補助率
国１／２、市町村１／４、事業者１／４ 国１／２、市町村１／４、事業者１／４

４ 対象経費 ４ 対象経費

種 目 対 象 経 費 種 目 対 象 経 費

３(１)①ア及び 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に貸 ３（１）① 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に貸

３(２)①ア し主に対して支払う礼金及び建物賃借料（敷金は除く。）にかかる費用 賃借料補助 し主に対して支払う礼金及び建物賃借料（敷金は除く。）にかかる費用

酈鄲栽趯咱

３（１）② 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に必

３(１)①イ及び 既存建物を借り上げて保育所の本園・分園を設置し、保育を実施する場合に必 改修費等補助 要な設備整備及び改修整備等にかかる費用

３(２)①イ 要な設備整備及び改修整備等にかかる費用

改修費等補助 ３（１）③ 既存建物を借り上げて保育を実施する場合に必要な貸し主に対して支払う礼金

保育所開設準 及び建物賃貸料（敷金は除く。）、設備整備及び改修整備等にかかる費用

３(２)①ウ 既存建物を借り上げて保育を実施する場合に必要な貸し主に対して支払う礼金 備費

保育所開設準 及び建物賃借料（敷金は除く。）、設備整備及び改修整備等にかかる費用

備費

別添３～別添５ （略） 別添３～別添５ （略）



別添６ 別添６
家庭的保育改修等事業 家庭的保育改修等事業

１ 事業の目的 １ 事業の目的
（略） 保護者や地域の事情に応じた多様なニーズに応える観点から、家庭的保育事業（保育ママ）を

推進するため、その実施場所にかかる改修に要する費用及び賃借料の一部を補助し、また、家庭
的保育者に対して行う研修や家庭的保育者になる際に必要となる知識を習得するための研修の実
施に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体
制整備を行うことを目的とする。

２ 事業の内容 ２ 事業の内容
（１）事業内容 （１）事業内容

① 家庭的保育改修事業 ① 家庭的保育改修事業
児童を保育する家庭的保育者又は家庭的保育者を雇用する保育所を経営する者が、そ 児童を保育する家庭的保育者又は家庭的保育者を雇用する保育所を経営する者が、そ

の居宅や賃貸アパート等で家庭的保育事業を実施するため、保育環境を整えるための建 の居宅や賃貸アパート等で家庭的保育事業を実施するため、保育環境を整えるための建
物の改修等を実施する。 物の改修等を実施する。
家庭的保育事業を実施するに当たり、連携保育所として育児・保育に関する技術的な 家庭的保育事業を実施するに当たり、連携保育所として育児・保育に関する技術的な
支援等を行う保育所を経営する者が、保育環境を整えるための建物の改修等を実施す 支援等を行う保育所を経営する者が、保育環境を整えるための建物の改修等を実施す
る。 る。
また、下記３（１）の対象事業については、平成２２年１月２８日以降に事業を開始す

るものに限る。

ア 事業の対象者 ア 事業の対象者
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成２０年６月９日雇児発第０６０９００ （ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成２０年６月９日雇児発第０６０９００

１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している家 １号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している家
庭的保育者又は保育所を経営する者 庭的保育者又は保育所を経営する者

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む。）を予定し （イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む。）を予定し
ている家庭的保育者又は保育所を経営する者 ている家庭的保育者又は保育所を経営する者

（注）①の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど （注）①の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の

改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若 改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若

しくは特例財団法人とする。 しくは特例財団法人とする。

イ 改修事業等の事例 イ 改修事業等の事例
・家庭的保育専用室を設置するための改修工事 ・家庭的保育専用室を設置するための改修工事
・冷暖房器具（クーラー、暖房器具、床暖房等）の設置 ・冷暖房器具（クーラー、暖房器具、床暖房等）の設置
・幼児用トイレの設置 ・幼児用トイレの設置
・幼児用シンクの設置 ・幼児用シンクの設置
・幼児用バス（沐浴槽の設置） ・幼児用バス（沐浴槽の設置）
・調乳ユニットの設置 ・調乳ユニットの設置
・玄関スロープ、玄関ベンチの設置 ・玄関スロープ、玄関ベンチの設置
・屋外シャワー、日よけネットの設置 ・屋外シャワー、日よけネットの設置
・庭の整備（人工芝、砂の入れ替え） ・庭の整備（人工芝、砂の入れ替え）
・畳替え、障子の張り替え、壁紙の張り替え ・畳替え、障子の張り替え、壁紙の張り替え
・保育室、調理スペースの間仕切り ・保育室、調理スペースの間仕切り
・センサー付きベッドの設置 ・センサー付きベッドの設置
・業務省力化に係る備品の購入（パソコン、プリンター等） ・業務省力化に係る備品の購入（パソコン、プリンター等）

② 家庭的保育賃借料補助事業 ② 家庭的保育賃借料補助事業
自宅以外の賃貸アパート等の賃貸物件により、新たに家庭的保育事業を実施するため 自宅以外の賃貸アパート等の賃貸物件により、新たに家庭的保育事業を実施するため

の実施場所の賃借料の補助を行う。ただし、借り上げが平成２１年５月２９日以降の新 の実施場所の賃借料の補助を行う。ただし、借り上げが平成２１年５月２９日以降の新



規契約のものに限る。 規契約のものに限る。
また、下記３（１）の対象事業については、借り上げが、平成２２年１月２８日以降の

新規契約のものに限る。

ア 事業の対象者 ア 事業の対象者
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成２０年６月９日雇児発第０６０９００ （ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成２０年６月９日雇児発第０６０９００

１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している １号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施している
家庭的保育者又は保育所を経営する者 家庭的保育者又は保育所を経営する者

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して （イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して
いる家庭的保育者又は保育所を経営する者 いる家庭的保育者又は保育所を経営する者

（注）②の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど （注）②の事業の対象となる保育所の設置主体は、社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こど

も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の も園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合において当該保育所の

改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若 改修を行う場合に限る。）、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若

しくは特例財団法人とする。 しくは特例財団法人とする。

イ 事業対象となる賃借物件の要件 イ 事業対象となる賃借物件の要件
（ア）幼児用バス（沐浴槽）が整備されていること （ア）幼児用バス（沐浴槽）が整備されていること
（イ）乳幼児用のトイレが整備されていること （イ）乳幼児用のトイレが整備されていること
（ウ）保育スペースが１階に設置されていること。なお、１階で実施できない場合は、児童 （ウ）保育スペースが１階に設置されていること。なお、１階で実施できない場合は、児童

福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３２条第８号の基準を満たすこと 福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３２条第８号の基準を満たすこと
③ （略） ③ 家庭的保育者研修事業

家庭的保育事業を実施する家庭的保育者等の研修及び家庭的保育事業を実施することを予
定している者の研修を実施する。また、家庭的保育者等が研修（都道府県、市町村が必要と
認める研修に限る。）に参加するために必要な費用の補助を行う。

ア 研修の対象者
（ア）「保育対策等促進事業の実施について」（平成２０年６月９日雇児発第０６０９００

１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による国庫補助事業を実施してい る家
庭的保育者、家庭的保育補助者、家庭的保育支援者

（イ）（ア）の国庫補助事業を実施すること（地方単独事業からの転換を含む）を予定して
いる家庭的保育者、家庭的保育補助者、家庭的保育支援者

イ 事業者
社会福祉法人、都道府県又は市町村が適当と認めた者

（２）事業の実施主体 （２）事業の実施主体

（略） ① 家庭的保育改修事業

市町村

② 家庭的保育賃借料補助事業

市町村

③ 家庭的保育者研修事業
都道府県、市町村

３ 補助基準額・補助率等 ３ 補助基準額・補助率
（１）地方交付税交付団体、かつ、平成２２年２月１日現在の待機児童数が原則１０人以上、か

つ、平成２２年度末までに以下の表の保育所定員（家庭的保育事業を含む）について純増す
る市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用して家庭的保



育改修事業・家庭的保育賃借料補助事業を行う場合（公立保育所の民営化等による定員の増
減を含む。）。
（注）「地方交付税交付団体」とは、都道府県が市町村に対して助成の決定を行う年度において「地方交

付税交付団体」である市町村をいう。

就学前の児童人口 必要な純増数

５，９９９人以下の市町村 ６０人以上

６，０００人以上１１，９９９人以下の市町村 １８０人以上

１２，０００人以上１７，９９９人以下の市町村 ３００人以上

１８，０００人以上２５，９９９人以下の市町村 ４２０人以上

２６，０００人以上 の市町村 ６６０人以上

① 補助基準額
ア 家庭的保育改修事業

保育所で行う場合 １か所当たり ２０，０００千円
保育所以外で行う場合 １か所当たり ２，２００千円

イ 家庭的保育賃借料補助事業
家庭的保育者1人当たり月額 ５５千円

② 補助率
国２／３、市町村１／３

（２） （１）以外の家庭的保育改修事業・家庭的保育賃借料補助事業 （１）補助基準額
① 補助基準額 ① 家庭的保育改修事業
ア 家庭的保育改修事業 保育所で行う場合 １か所当たり ２０，０００千円

保育所で行う場合 １か所当たり ２０，０００千円 保育所以外で行う場合 １か所当たり ２，０００千円
保育所以外で行う場合 １か所当たり ２，０００千円

イ 家庭的保育賃借料補助事業 ② 家庭的保育賃借料補助事業
家庭的保育者1人当たり月額 ５０千円 家庭的保育者1人当たり月額 ５０千円

② 補助率
国１／２、市町村１／２

（３）家庭的保育者研修事業 ③ 家庭的保育者研修事業
① 補助基準額 家庭的保育者1人当たり １３３千円

家庭的保育者1人当たり １３３千円

② 補助率 （２）補助率
ア 市町村が実施主体となる場合 ① 家庭的保育改修事業

国１／２、市町村１／２ 国１／２、市町村１／２
イ 都道府県が実施主体となる場合

国１／２、都道府県１／２ ② 家庭的保育賃借料補助事業
国１／２、市町村１／２

③ 家庭的保育者研修事業
ア 市町村が実施主体となる場合

国１／２、市町村１／２
イ 都道府県が実施主体となる場合



国１／２、都道府県１／２

４ 対象経費 ４ 対象経費
（略） （１）家庭的保育改修事業

家庭的保育事業を実施する場合に必要な設備整備及び改修整備等にかかる費用

（２）家庭的保育賃借料補助事業
家庭的保育事業を実施する場合に必要な賃借料

（３）家庭的保育者研修事業
家庭的保育者研修事業を実施する場合に必要な賃金、諸謝金、旅費、需用費（消耗品費、

印刷製本費、会議費）、役務費（通信運搬費等）、委託料、使用料、賃借料等及び研修参加
のための職員の代替に伴う賃金、研修参加費等

別添７～別添２２ （略） 別添７～別添２２ （略）



（別表）補助基準額表 （別表）補助基準額表

（通則）　（略） （通則）　（略）

１．保育サービス等の充実 １．保育サービス等の充実

（１）保育所等整備事業 （１）保育所等整備事業

　○保育所緊急整備事業 　○保育所緊急整備事業

　　＜本体工事＞ 　　＜本体工事＞

単位：千円 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 82,000 90,200 78,000 85,800 74,000 81,400 70,000 77,000 定員20名以下 82,000 90,200 78,000 85,800 74,000 81,400 70,000 77,000

定員21～30名 86,000 94,600 82,000 90,200 80,000 88,000 76,000 83,600 定員21～30名 86,000 94,600 82,000 90,200 80,000 88,000 76,000 83,600

定員31～40名 100,000 110,000 94,000 103,400 90,000 99,000 86,000 94,600 定員31～40名 100,000 110,000 94,000 103,400 90,000 99,000 86,000 94,600

定員41～70名 114,000 125,400 108,000 118,800 102,000 112,200 98,000 107,800 定員41～70名 114,000 125,400 108,000 118,800 102,000 112,200 98,000 107,800

定員71～100名 148,000 162,800 142,000 156,200 134,000 147,400 128,000 140,800 定員71～100名 148,000 162,800 142,000 156,200 134,000 147,400 128,000 140,800

定員101～130名 178,000 195,800 170,000 187,000 160,000 176,000 154,000 169,400 定員101～130名 178,000 195,800 170,000 187,000 160,000 176,000 154,000 169,400

定員131～160名 206,000 226,600 198,000 217,800 186,000 204,600 178,000 195,800 定員131～160名 206,000 226,600 198,000 217,800 186,000 204,600 178,000 195,800

定員161～190名 234,000 257,400 224,000 246,400 212,000 233,200 200,000 220,000 定員161～190名 234,000 257,400 224,000 246,400 212,000 233,200 200,000 220,000

定員191～220名 260,000 286,000 250,000 275,000 240,000 264,000 224,000 246,400 定員191～220名 260,000 286,000 250,000 275,000 240,000 264,000 224,000 246,400

定員221～250名 288,000 316,800 276,000 303,600 262,000 288,200 246,000 270,600 定員221～250名 288,000 316,800 276,000 303,600 262,000 288,200 246,000 270,600

定員251名以上 320,000 352,000 304,000 334,400 290,000 319,000 276,000 303,600 定員251名以上 320,000 352,000 304,000 334,400 290,000 319,000 276,000 303,600

特殊附帯工事 特殊附帯工事

創設時における放課
後児童クラブの併設

創設時における放課
後児童クラブの併設

設計料加算 総事業費の５％ 設計料加算 総事業費の５％

保育所開設準備費
加算

保育所開設準備費
加算

3,300

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２を
定員数の増分加算

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２を
定員数の増分加算

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部

3,000

12,480 12,480

12,500 12,500

青森県・岩手県・福島県・
東京都・富山県・山梨県・
長野県・沖縄県

北海道・宮城県・秋田県・
山形県・茨城県・神奈川
県・新潟県・石川県・岐阜
県・静岡県・三重県・京都
府・大阪府・奈良県・鳥取
県・広島県・熊本県・鹿児
島県

栃木県・群馬県・埼玉県・
千葉県・福井県・愛知県・
滋賀県・兵庫県・和歌山
県・島根県・岡山県・山口
県・香川県・高知県・佐賀
県・長崎県・宮崎県

徳島県・愛媛県・福岡県・
大分県

基準額（１施設当たり）

青森県・岩手県・福島県・
東京都・富山県・山梨県・
長野県・沖縄県

北海道・宮城県・秋田県・
山形県・茨城県・神奈川
県・新潟県・石川県・岐阜
県・静岡県・三重県・京都
府・大阪府・奈良県・鳥取
県・広島県・熊本県・鹿児
島県

C地域 D地域 A地域 B地域

栃木県・群馬県・埼玉県・
千葉県・福井県・愛知県・
滋賀県・兵庫県・和歌山
県・島根県・岡山県・山口
県・香川県・高知県・佐賀
県・長崎県・宮崎県

徳島県・愛媛県・福岡県・
大分県

A地域 B地域 C地域 D地域

改　　　正　　　後 現　　　　　　行

※対比しやすくするため一部順番を変更している。

基準額（１施設当たり）



　　＜解体撤去工事、仮設施設整備工事＞ （略） 　　＜解体撤去工事、仮設施設整備工事＞ （略）

　　＜空き教室等を活用し、保育所又は保育所分園を設置する場合＞ 　　＜空き教室等を活用し、保育所又は保育所分園を設置する場合＞

　　   削除 単位：千円

スペース確保費

改修費

設計料加算 総事業費の５％

保育所開設準備費
加算

　○賃貸物件による保育所整備事業 　○賃貸物件による保育所整備事業

単位：千円 単位：千円

賃借料 賃借料

改修費等（本園） 改修費等（本園）

改修費等（分園）※ 改修費等（分園）

改修費等（分園） 保育所開設準備費

保育所開設準備費 保育所開設準備費
（小規模な分園型保育施設）

保育所開設準備費
（小規模な分園型保育施設）

※地域の余裕スペース活用促進加算については、別添1の３（２）に該当する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公
有地等）を活用し定員３０名までの小規模な保育所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、20,000千円以内とする。

※別添２の３（１）に該当する市町村が地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活用し、賃貸物件による保育所（分
園）整備事業を行う場合である。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、30,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、30,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、15,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、15,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、40,000千円以内とする。 　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、40,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、25,000千円以内とする。 　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、25,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、15,000千円以内とする。

　　　　　　都道府県知事が認めた額。ただし、15,000千円以内とする。

整備事業開始年度の保育所運営費負担金における３歳児の保育単価月額の１／２を
定員数の増分加算

※設計料加算については、改修費を算定する場合のみ加算すること。（スペース確保費には加算しない。）

基準額（１施設当たり） 基準額（１施設当たり）

3,000 3,300

13,000 14,300

基準額（１施設当たり）

標準 都市部

※大規模修繕等については、対象経費の実支出額を基準額とすること。

※認定こども園を構成する保育所を整備する場合、当該保育所の定員規模に該当する基準額とすること。

※豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、Ａ地域
基準額を適用し、さらにその定める方法により算定された基準額に対して、０．０８を乗じて得られた基準額を加算すること。（小数点以
下切捨て）

※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後
の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員
数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、Ａ地域
基準額を適用し、さらにその定める方法により算定された基準額に対して、０．０８を乗じて得られた基準額を加算すること。（小数点以
下切捨て）
※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後
の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員
数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※大規模修繕等については、対象経費の実支出額を基準額とすること。

※認定こども園を構成する保育所を整備する場合、当該保育所の定員規模に該当する基準額とすること。



　○子育て支援のための拠点施設整備事業　　（略） 　○子育て支援のための拠点施設整備事業　　（略）

　○放課後児童クラブ設置促進事業　　（略） 　○放課後児童クラブ設置促進事業　　（略）

（２）広域的保育所利用事業　　（略） （２）広域的保育所利用事業　　（略）

（３）家庭的保育改修等事業 （３）家庭的保育改修等事業

　○家庭的保育改修事業 　○家庭的保育改修事業

　ア　別添６の３（１）に該当する市町村が地域の余裕スペースを活用して行う場合 単位：千円 単位：千円

保育所で行う場合 保育所で行う場合

保育所以外で行う場合 保育所以外で行う場合

　イ　ア以外の場合 単位：千円

保育所で行う場合

保育所以外で行う場合

　○家庭的保育賃借料補助事業 　○家庭的保育賃借料補助事業

　ア　別添６の３（１）に該当する市町村が地域の余裕スペースを活用して行う場合 単位：千円 単位：千円

賃借料補助事業 賃借料補助事業

　イ　ア以外の場合 単位：千円

賃借料補助事業

　○家庭的保育者研修事業　　（略） 　○家庭的保育者研修事業　　（略）

55

基準額（家庭的保育者１人当たり月額）

50

基準額（家庭的保育者１人当たり月額）

50

2,000

基準額（家庭的保育者１人当たり月額）

基準額（１事業当たり）

20,000

2,000

基準額（１事業当たり）

20,000

20,000

2,200

基準額（１事業当たり）



（４）保育の質の向上のための研修事業等　　（略） （４）保育の質の向上のための研修事業等　　（略）

（５）認定こども園整備等事業　　（略） （５）認定こども園整備等事業　　（略）

（６）認定こども園等の環境整備等事業　　（略） （６）認定こども園等の環境整備等事業　　（略）

２．すべての子ども・家庭への支援　　（略） ２．すべての子ども・家庭への支援　　（略）

３．ひとり親家庭等への支援の拡充　　（略） ３．ひとり親家庭等への支援の拡充　　（略）

４．社会的養護の拡充　　（略） ４．社会的養護の拡充　　（略）



改 正 後 現 行

（別紙様式） （別紙様式）
番 号 番 号
平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日

文部科学大臣 ○○ ○○ 文部科学大臣 ○○ ○○
殿 殿厚生労働大臣 ○○ ○○ 厚生労働大臣 ○○ ○○

都道府県知事 ○○ ○○ 都道府県知事 ○○ ○○

平成○○年度安心こども基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告について 平成○○年度安心こども基金管理運営要領に基づく事業実施状況報告について

１～４ （略） １～４ （略）

５ 事業実施状況 ５ 事業実施状況
〔保育サービス等の充実〕 〔保育サービス等の充実〕
（１）保育所等整備事業 （１）保育所等整備事業

① 保育所等緊急整備事業 ① 保育所等緊急整備事業

ア 保育所緊急整備事業 ア 保育所緊急整備事業

大規模 大規模
整備区分 創設 増築 増改築 改築 合計 整備区分 創設 増築 増改築 改築 合計

修繕等 修繕等

保育所数<か所> 保育所数<か所>

うち分園数 うち分園数

うち認定こども園数 うち認定こども園数

うち地域の余裕スペース 増員数(B－A)<人>

数

整備前定員数(A)

増員数(B－A)<人>

整備後定員数(B)

うち地域の余裕スペー

ス数 （注）「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を整備区分ごとに記

入すること。

整備前定員数(A) 「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。

「うち認定こども園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、幼保連携型認定こども園を構成する

整備後定員数(B) 保育所数を記入すること。

「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。

（注）「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を整備区分ごとに記

入すること。

「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。



「うち認定こども園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、幼保連携型認定こども園を構成する

保育所数を記入すること。

「うち地域の余裕スペース数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、地域の余裕スペースを活用し

た保育所数を記入すること。

「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。

増員数の「うち地域の余裕スペース数」には、内数として地域の余裕スペースを活用した場合の定員数の合

計の差を記入すること。

イ 賃貸物件による保育所整備事業 イ 賃貸物件による保育所整備事業

区 分 実施か所数 定 員 数 助 成 額 区 分 実施か所数 定 員 数 助 成 額

賃借料補助 か所 人 千円 賃借料補助 か所 人 千円

本園 か所 人 千円 本園 か所 人 千円

うち地域の余裕ス か所 人 千円 分園 か所 人 千円

ペース

２０人未満分 か所 人 千円

分園 か所 人 千円

改修費等補助 か所 人 千円

うち地域の余裕ス か所 人 千円

ペース 本園 か所 人 千円

改修費等補助 か所 人 千円 分園 か所 人 千円

本園 か所 人 千円 ２０人未満分 か所 人 千円

うち地域の余裕ス か所 人 千円 保育所開設準備費 か所 人 千円

ペース

認可基準を満たす認可外保育施設 か所 人 千円

分園 か所 人 千円

認可基準を満たす認可外保育施設の小

うち地域の余裕ス か所 人 千円 規模な分園型保育施設 か所 人 千円

ペース

（注）「助成額」には、都道府県から支出した額（国1/2部分のみ）を記入すること。

保育所開設準備費 か所 人 千円

認可基準を満たす認可外保育施設 か所 人 千円

認可基準を満たす認可外保育施設

の小規模な分園型保育施設 か所 人 千円

（注）「助成額」には、都道府県から支出した額（国2/3又は国1/2部分のみ）を記入すること。

ウ （略） ウ （略）

②～③ （略） ②～③ （略）

（２） （略） （２） （略）



（３）家庭的保育改修等事業 ３）家庭的保育改修等事業

① 家庭的保育改修事業 ① 家庭的保育改修事業

実施場所 実施か所数 備 考 実施場所 実施か所数 備 考

地域の余裕スペース か所 自宅 か所

自宅以外 か所

自宅 か所

保育所 か所

保育所 か所

（注）「自宅以外」の場合には、備考欄に実施場所を記入すること。

地域の余裕スペース・自宅・保育所 か所 （記入例：賃貸アパート１か所、商店街の空き店舗１か所）

以外

（注）「地域の余裕スペース・自宅・保育所以外」の場合には、備考欄に実施場所を記入すること。

（記入例：賃貸アパート１か所、商店街の空き店舗１か所）

② 家庭的保育賃借料補助事業 ② 家庭的保育賃借料補助事業

地域の余裕スペースの家庭的保育者 人 家庭的保育者 人

上記以外の家庭的保育者 人

③ （略） ③ （略）

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略）

〔ひとり親家庭等のへの支援の拡充〕 〔ひとり親家庭等のへの支援の拡充〕
（１）～（６） （略） （１）～（６） （略）

〔社会的養護の拡充〕 〔社会的養護の拡充〕
（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

〔その他事業（都道府県事務）〕 〔その他事業（都道府県事務）〕
（１） （略） （１） （略）

６ 添付資料 （略） ６ 添付資料 （略）
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